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〈は じ め に〉
「日本的経営」,そ の中でもとりわけ労使の協調性が世界の注目を 浴 び て い
る。 この協調性の一方の担い手たる企業別組合の礼讃がなされる所以である。
たしかに,使 用老サイ ドか らみて,企 業別組合は企業経営のダイナ ミ'ズムに適
合的な組織である。また,労 働老サイ ドか らみても,実 質賃金についての交渉
や職場のこまごました問題についてまで コントロールが可能,と の大きなメ リ
ッ トをもつ。 しか し,そ れが,「 自立 と自助を欠 く疑似経営者的なr広 い視野』,
権力なき者の過剰な責任意識1)」を持つにいたれば状況は一変する。
かような変化は,最 近の労働判例をフォローす ることによって痛感される。
個 々の労働者が独力で会社に対 し訴訟を提起す る事件が これほど多いというこ
とは,組 合の機能低下のなに よりの証左 といえよう。た とえこの点を問わない
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1)熊 沢誠 『労働者管理の草の根』日本評論社(1976年)9頁 。
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としても,組 合内部問題をめぐる事案の多 くは,組 合が労働者 「管理」機構に
変貌 しつつあることを雄弁に物語っている2)。今や,労 働組合の存在意義が根
底か ら問われている。
以上の状況は,労 働法理論にも強いインパク トを与えずにおかない。とりわ
け,組 合民主主義のあ り方がとりあげ られている。 この問題については,近 時
注 目すべ き見解3)が 次々に発表 されているのは周知 のとお りである◎それ らは
組合の統制権のあ り方を中心に論じてお り,そ こでは組合員たることの意義が
鋭 く問われている。
ところで,「 組合員たること」 の意義は,脱 退をめぐる紛争においても正面
か ら問題 とされ,最 近注 目すべき裁判例があ らわれた。脱退を制約す る規約を
無効 とした石川県教組事件金沢地裁判決4)と 脱退を権利濫用 と明確に認めた全
金協和精工支部事件大阪地裁決定5)である。 後述のとお り,脱 退(法 理)に 関
しては学説 ・判例上それほど重要な論点 とされず,自 然に 「通説的」立場が形
成 されている。これ らの裁判例 も通説的アプローチを採用しているので,学 界
においてあまり注 目を浴びていない。 また,最 近の研究動向に もかかわ らず,
脱退法理を本格的に検討す る論老 も少ない。 では,「通説的」 立場にはまった
く問題がないのであろ うか6)。
本稿は,先 の二判決は通説の問題点をはしな くも露呈 した との問題関心から
2)こ れ らに つ い て は,本 多 淳 亮 「団結 権 と統制 権 の再 検 討(上)(†)」 労働 法律 旬 報
工033,1035号(1981年)参照。(以 下,本 多 ・再 検 討 と引 用)
3)浜 田富 士 郎 「労働 組 合 内部 問 題 法の 基 礎理 論的 考 察」 久 保 還暦 論 丈 集 『労 働組 合 法 の
理 論 課 題 』世 界 思想 社(1980年),近 藤 昭雄 「統 制 権 の 根 拠 とそ の限 界」 法 学新 報87
巻12号(1981年),本 多 ・前 掲論 文,現 代 労働 法 講 座2『 労 働 組合 』 総 合 労働 研 究 所
(1980年)所 収 の 諸論 文 等 。
4)昭 和55年8月22日 判 例 時 報982号150頁 。
5)昭 和55年6月21日 判 例 時報982号148頁 。
6)近 時,ア メ リカ にお い て も脱 退(resign)の 自由に つ き諸 々議 論が な され,連 邦 最 高
裁 は,NLRBv.GraniteStateJointBoard,TextileWQrkersLocal1029,409
U.S,213(1972)及 びBoosterLodgeNo.405,MachinistsvJNLRB,412U,S.
84(1973)に お い て脱 退 の 自由 を重 視す る 判断 を示 した。 これ らの 問題 につ い て は,
Note,"RestrictionぎontheRighttoRes三gn:CanaMember'sFreedomto
`EscapetheUnionRule'beOvercomebyUnionBoilerplateP"42丁海θσ召oア8θ
肋5痂 π8'o%劫"R8吻 卿(工974)p397等 参 照 。 も っ とも本 稿 は ア メ リヵ法 上 の議
論 を ま った く参 照 に して いな い 。
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脱退法理の再検討を試みるものである。筆者は,脱 退の自由を広範に認め,そ
れが濫用的になされた場合にのみチエ ヅクをす るとの通説的アプローチに強い
疑問を感 じている。本稿では脱退を思い とどまるよう 「説得す る機会」を組合
に認めるべきであるとの観点か ら脱退法理を考察していきたい。この点につき
詳 しくはIII判 例 ・通説の周題 点と私見 において展開することζして,そ
の前に1で は裁判例の傾向を,IIで は学説の傾向を概観 しておきたい。
なお,脱 退をめ ぐっては多様な法的紛争7)が生 じている。 本稿が考察対象と
す るのは,そ の中でも脱退の許否自体が争われたものだけに限定したい。
1 .裁 判 例 の 傾 向
脱退をめ ぐる裁判例はそれほ ど多 くはない。筆老の目にふれたものを一覧表
としてあげておいた。最近やや増加の傾向にあることがわかる。 ここでは,裁
判例の全般的傾向を,紛 争類型上の特徴 と判示内容上 の特徴 とに区分して検討
したい。
(1)紛 争類型上の特徴
脱退の許否が争われるということは,組 合員たる地位の有無 自体が争点 とな
ると思われがちである。 しか し,実 際上そのような例は⑳のみである。それも
脱退者か ら 「組合員で溢い ものと仮に取 り扱え」 との申請がなされた事案であ
る。む しろ,多 くの事案は,脱 退者への組合費(特 に臨時組合費)支 払い請求
7)具 体的には次のような問題がある。
① 組合内部
イ 組合財産,財 政との関係
a脱 退者は闘争積立金等の返還を請求しうるか。b組 合は既払い分の犠牲者救
援資金の返還を脱退者に請求しうるか。c分 裂か集団脱退か。
ロ 上部団体との関係
組識としての脱退決議はひきさらい効果をもつか。
② 協 約
イ ユ・シ協定に基づき脱退者を解雇しうるか。
ロ 協約の規制力は脱退者にどのように及ぶか(余 後効類似の問題)。
③ 争 議
脱退者に対しピケはどの程度なしうるか。
④ 不当労働行為
脱退勧奨は支配介入に該当するか。
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脱退に関する裁判例一覧表
????????????
???
26年2月27日
29年10月20日
30年3月14日
33年11月21日
38年11月28日
42年2月20日
42年7月28日
42年12月27目
43年8月21日
45年1月30日
47年8月23日 ・
47年12月13日
5Q年10月27日
51年3月18日
51年3月30日
54年3月16日
54年5月31日
54年12月5日
55年3月31日
55年6月21日
55年8月22日
浅野雨龍炭鉱
三石耐火煉瓦
四国電力高知支店
王子製紙春日井工場
合イヒ労連製鉄イヒ学労組
国 労
日本光学労組(一)
三楽オーシヤン
広島一般労組
日本光学労組(二)
国 労
国 労
国 労
北洋相銀従組
動労新鶴見支部
宇徳陸運
全国一般穂波分会
全金オリエンタル
チエソ支部
日本鋼管鶴見製作所
全金協和精工支部
石川県教組
札幌 地判
大分地裁
臼杵支部判
高松 地判
名古屋地決
神戸地裁姫路支部判
広 島地判
東京 地判
熊本地裁
八代支部判
広 島高判
東京 高 判
大 阪地 判
札幌 地判
東京 高判
札幌 地 判
横浜 地 判
横 浜地判
福岡地裁
飯塚支部判
名古屋高裁
金沢支部判
横浜 地決
大 阪地決
金 沢地 判
労 民集3-6-524
労 民 集5-6-628
労 民集6-2-129
労 民集9-6-999
労 経 速484-5
労 民集18-1-78
労 民集18-4-831
労 民集18-6-1296
半il時541-75
労 民集21-1-103
労 民 集23-4-478
半15時7!0-1Q6
東 高 時報
26-10一 民202
半唖 時820-116
労 半砧255-79
労 判320-35
労 判324-40
労 判333-49
労 半琶339-10
判 時982-148
労 判982-150
や脱退者か らの闘争積立金返還請求がなされ,そ の前提 として脱退の許否が争
われている。前者の例としては,⑥ ⑦⑩⑪⑫⑬⑭⑮があげられる。また,⑳ ⑳
では,天 引きされた組合費の返還請求が脱退者か らなされている。後者の例と
しては,⑤ ⑨⑱をあげる'ことができる。
ここで,我 々は,組 合員たる地位そのものよりもそれに由来する金銭上の利
益についての紛争が多いことをまず確認 しておきたい。組合員たる地位自体の
「強制」 は実質的に不苺能 もしくは 意味がないことを暗示 しているのであろ う
か。
次に注 目すべ きは,近 時組合併存下の事案が増加の傾向にあることである。
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組合が脱退を認めず脱退者を 「除名」 し,そ の後使用者がユニオソ・シ ョップ
協定に基づ き解雇をなした事案で.当 該解雇の効力が争われている。⑧ ⑯⑲が
その具体例である。 これ らにおいては,脱 退の自由とともた組合選択の自由が
争点となっている。
(2)判 示内容上の特微
組合脱退の自由をめぐり裁判上諸々の問題が発生している。概ね次の三点が
中心論点 と思われる。
(イ)脱 退の自由は認められるか。
(ロ)脱 退の自由を制限する組合規約は有効か。
の どのような場合に脱退権の濫用となるか。
各個別事案においてこれ らは関連 して議論されている場合が多いが,こ こで
は一応区別 して裁判例の傾向をフォローしていきたい。
(イ)組 合脱退の自由
組合脱退は自由か。裁判例は,組 合の任意団体性か らそれを当 然 視 して い
る。その旨の規約があれぽ勿論,た とえ 「脱退はそれが組合規約に定めがな く
とも組合員が自由にな し得る」(④⑤)と 判示されている8)。原則的にはまった
く異論のない ところである。
むしろ,こ こで注 目すべきは,組 合脱退の自由を強調する結果,脱 退意思の
表示時点9)で 脱退の効力が発生するとみなす裁判例が多いことである10)(① ⑥
⑲)。 脱退の自由を強 く認めていきたいとの裁判所の姿勢が うかがえる。 とは
いえ,次 の二点にも同時に留意する必要がある。その一として,規 約上 「脱退
予告制度」がある場合の処理は不明である。裁判上か ような規約の効力が正面
か ら争われた例がないからである11)。 その二 として,問 題が支払われるべき
8)ユ ・シ協定があっても同様である。 朽木合同輸送事件昭和56年12月25日 名古屋地
判労経速1109号6頁 。.
9)⑪ では意思表示のあり方,時 期が問題となり,組合費滞納により黙示的に脱退の意思
表示をしたとは認められず,新 組合加入時に暗黙に脱退の意思表示をした,と 認定さ
れている。
10).国労事件昭和42年3月20日 東京高判労民集18巻2号189頁 は,一 方的意思表示で
脱退の効果を遡及させることができない,と 判示している。
11)⑫ は,書 面による届出が規約上義務づけられている時には,書 面による届出がなされ
た時点で効力が発生する,と 判示している。
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「組合費の額」に関す ると規約や慣行が重視されている12)。具体的には,月 途
中の脱退者は,月 額の組合費を全額支払 うか,割 合的に支払 うべきか,で 争わ
れている(⑥ ⑩)。
(ロ)脱 退を制約す る規約の効力
脱退はそれをなす時期等により組合活動に大きなイ ンパク トを与えるので,
多 くの組合規約は,そ れを制約す る種々の規定をおいている。 とりわけ,脱 退
をこは組合(総 会,代 議員会等)の 承認を要する,と の 「承認制」が比較的ポピ
ュラーであ り,裁 判上 もよく問題になっている。 しか し,'こ の承認制は,そ の
運営如何では脱退の自由を強 く制約する。そこで,裁 判例(① ⑩⑪⑬⑳等)は,
当該規定は公序良俗に反 し無効 とみなしている。 より具体的には,次 のような
理 由が述べ られている。⑤⑮⑲は,組 合の本質があ くまで自由意思に よる団結
であることを強調 し,⑥ は,他 組合加入を制約する側面を,ま た,⑦ は,「 多
数者の支持を得 られぬ限 り離脱することができない ものとす ることに より少数
者の自由を拘束す る」点をあげている13)。
かような立場は,脱 退の自由を制約す るおそれのある他の規定に関 しても貫
かれている。具体的には,脱 退理由書の提出を要求する規定が 「脱退が自由で
あるとい うか らには,も ともと脱退の理由のいかんやその有無を問 うべき筋合
の ものではないのであるか ら,脱 退につぎ理由書を提出せ しめることは合理的
根拠」を欠き無効 と判示 されている(⑳,⑬ ⑮もほぼ同旨)。 せいぜい,書 面
に よる届出を要求する規定が有効 とされているにすぎない(⑫ ⑬⑮)。 脱退の
自由に対す る制限にならず,ま た,組 織体において明確性が要請され るか ら,
との理由があげ られている。結局,裁 判上は脱退の自由を制約するおそれのあ
る規定はすべて無効 とされ,そ の意味では,脱 退の自由はほぼ完全に認められ
・ているといえよう。 もっとも,,のの場合は別である。
12)国 労広島地本事件昭和50年11月28日 最3小 判判例時報798号3頁 。
13)か ような立場にやや批判的とみられうる事案として②がある。そこでは,傍 論ながら
規約上脱退につき 「組合長は之が諾否を委員会に諮らなければならない」とあるが,
本件では委員会に諮られていない時期に除名処分がなされたので脱退の効力が発生す
る余地がない,と 判示している。承認制を認めているようにも読むことができる。
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の 脱 退権 の濫 用
脱 退の 自由が認 め られ る ことは,そ れがいか なる態 様,目 的を もってなされ
て も許 され る,こ とを意味 しない。 他の権利行使 の場 合 と同様にそ の 「濫用」
の有無 が問題 とな り,「 その脱退が ことさ ら当該労働組合 の団結を乱 し,使 用
者に利益 を与え る よ うな 目的 ない し態様 でな きれ る場合 は権 利の濫用」 として
無効 とされ る14)(⑳)。 この点 も多 くの事案に おいて争 われ てい る。
まず,トそ もそ も脱退権 の 「濫用」 が成 立す る余地 な し,と の 口吻 の裁判 例が
み られ る。⑨ の 「労働組 合か らの脱退は,そ の 旨の通告 だけで効力を生ず るも
のであ って,脱 退 の動機 目的等 の如何に よ り脱 退 の効 力が左右 され る もめ とは
解 し難」い との判示が そ うであ る15)。脱 退の 自由をほ ぼ無 制限に認め る見解 と
いえ よ う。
しか し,こ の よ うな見解 は一般的 とは いえない。多 くの裁 判例は,一 応抽象
論 としては脱退権 の濫用が成立 す る余地を認 めてい る16)。 とはいえ,個 別事案
に おいて明確に濫用 であ る と認 定 された のは後述 の よ うに ご くまれであ る。
次に,濫 用性 判断の具体的 あ り方をみ てい くと,組 合側は(a)争 議中で ある
こと,(b)も っぱ ら組合 団結 を侵害す る 目的 を持つ こ と,・をその メル クマール
と してあげ る ことが多 い。しか し,か ような主張 はほ とん ど認め られ ていない。
た とえぽ,(a)に つ き,た とえ争議状 態であ って も 「脱 退 が組 合の存立を左右
す る程決定 的重要性 を もつ高度 の緊迫状 態にあ った」 もの では ない 旨判示 され
て いる17)(⑤)。 また,(b)に つ いて も,⑲ において,組 合側 は,脱 退は団結を弱
め るものであ るか ら正 当理由のあ る場合 にのみ許 され る,と 主張 した。 これに
対 し,団 結 の弱体化は 「自 らの活動 ない し方 針が脱退組合 員に対 し説 得力を持
ち得なか った こと」に帰 せ られ るべ し,と の手厳 しい 判断が示 されてい る18)。
14)刑 事事件であるが,か ような指摘は,す でに旭化成工業延岡工場事件昭和24年7月
20日 宮崎地裁延岡支部判労働関係刑事裁判資料48号293頁 においてなされていた。
15)⑳ もやや類似のニユアンスがある。
16)同 時に,脱 退が組合に対する不法行為になる余地があるとも判示されている(⑱)。
17)や や特殊な事案として,⑮ では公労法上の争議制限をめぐる見解の相違が問題となっ
ている。
18)正 当か否かの判定の困難さもその理由とされている。
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同時に,⑦ では,脱 退は,結 局 「自らの労働力を自由に処分するため」19)であ
ることが強調されている。
ところで,上 述の判決のように闘争方針や見解の相違を持ち出す と,脱 退は
常にそれが理由であるとみなす ことが可能となる。 これは,当 然相当な脱退理
由 とされよう。 また,脱 退は,そ の性質上多かれ少なかれ団結への侵害にな
る。そ う考えると,こ とさら脱退権の 「濫用」 とみなさるべきケースを想定す
るのは必ずしも容易ではない。濫用の余地あ り,と い うのは リップサービスに
す ぎない,と いえなくもない。ここに 「脱退権濫用」法理の問題点の一がある
と思われ る。この点はIIIで 再度検討 したい。
では,濫 用 と認定された事案は皆無か,と い うと⑳がおそ らく唯一の例であ
ろ う20)。本件は,「 脱退」 老が組合に対 し組合員でない者 としての取扱い等を
求めた事案である。 裁判所は,概 ね,(a)支 部釈明要求に対 して実質的に釈明
を しない,(b)脱 退を承認 しない間に春闘行動に悉 く反する行動をとる,(c)自
分 の問題に関する団交の最中に社長室に待機 し団交の席に架電する,(d)そ の
後反組合活動を謝罪したが態度変 らず,の 各行為か ら脱退権を濫用 したと認定
した。本決定は,具 体的事案につぎ濫用 と始めて認めたものであ り,注 目に価
す る。
しか し,本 決定に対 しては次のような疑問を指摘 しうる。 これ らは,脱 退権
濫用法理に本来内在する問題点 と思われる。第一に,濫 用か否かは,原 則とし
て意思表示時点の諸事情か ら判断すべきであるが,本 決定は,主 に意思表示後
の行動に焦点をあてている21)。第二に,(a)～(d)の 行動が 「もっぼ ら支部の団
結を乱 し会社に利益を与えるような目的ない し態様」をもつ との理由づけは不
十分 と思われる。 結論までの論理展開がやや唐突のように感じられる。 第三
に,申 請人はその後何回か脱退の意思表示を しているが(最 終的セこは本件訴訟
まで提起 している!),こ れらの事実はほとん ど無視 されている。 一度濫用 と
みなされたな らぽ,そ の後ゐ・な り長期間にわた り脱退は認め られないことにな
19)同 時に,他 組合加入のためであったことも考慮されている。
20)組 合費支払い義務との関連では⑭も注目される。
21)同 旨,吉 田美喜夫 「組合脱退の自由と限界」労働法律旬報1037号(1981年)31頁 。
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るのであろ うか。
II.学 説 の 傾 向
組合内部問題の法理論に関 しては学説上少なか らぬ蓄積がある22)。また最近
'とみに精力的な研究が続け られている
。 しか し,こ と 「脱退」に関 してまでは
ほ とんど本格的に論 じられてはいない23)。せいぜい個別判例解説や教科書的記
述が散見されるにす ぎない,と いっても過言ではない。論争 らしい論争 もなさ
れていない。 に もかかわ らず,「 自然に」 判例 ・通説めいたものが形成されて
いるとい う不自然な状態である。近時⑳⑳のような注 目すべき裁判例が出され
たのに もかかわ らず,こ の状態な変 りそ うにもない。
とはいえ,学 説上,脱 退に関 し多様な見解が発表されていないか,と い うと
そ うで もない。諸々の見解が発表されている。問題は,そ れ らが散発的になさ
れ,論 議が十分にかみあっていなかった とごろにある。まさに 「論争」以前 と
評価 しうる。 以下では,1の 場合 と同様に論点を三つに区分し,「通説」を中
心に学説の傾向を紹介していきたい。}
(イ)組 合脱退の自由
組合脱退の自由は,組 合の任意団体性か ら学説上 も当然視されている。たと
えば,外 尾教授は,「 脱退の自由は,本 来,憲 法21条 の結社 の自由に由来する
ものであ り,組 合に加入 しない自由と同一の性格をもつものである。 す な わ
ち,労 働組合の結成,加 入が法的に義務づけ られていない以上,労 働者は組合
に加入 しない自由を有 し,そ のコロラリーとして脱退の自由を有する24)」と指
摘する。 また,新 たな 「積極的団結の形成行為」 との側面からそれを基礎づけ
る考え方25)もある。
22)詳 しくは,前 田政宏 「組合内部統制の法理」労働法文献研究会編 『文献研究 労働法
学』総合労働研究所(1978年)参 照。
23)山 口浩一郎 「労働組合における組合員の権利一組合民主主義の法的側面」東京大学社
会科学薪究所編 『基本的人権5』 東大出版会(1969年)447頁 は,組 合には脱退を
チエックす る有効な手段がないことを指摘している。案外,こ れが論争が盛 りあがら
ない遠因かもしれない。
24)外 尾健一 「労働組合からの脱退の自由とその制約」判例時報1010号(1981年)199頁 。
25)梅 田武敏 「加入 ・脱退」日本労働法学会編 『現代労働法講座2労 働組合』(1980年)
134頁 。
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これ らの見解に対 し,脱 退には正当な理由が必要である,と の立場26)もない
わけではない。 しか し,ほ とんどの学説は,原 則的に脱退の自由を認めてお
り,こ の点はまった く問題にされていない。
(ロ)脱 退を制約する規約の効力
学説の多 くは2マ),脱退の自由を強調す る結果,脱 退を実質的に制限す る組合
規約,と くに 「承認制」の規定を無効としている。ほぼ通説的立場 と評価でき
よう。 これに対 し,承 認制を一定程度認めるべ し,と の有力な見解28)もある6
た とえば,本 多教授は,「 無条件の脱退禁止を定める組合規約の条項は無効と
解すべきであるが,組 合の民主的に構成 された機関が合理的な条件のもとで脱
退を承認す る趣 旨であれぽ,そ の規定を有効29)」と解すべ しと主張 している。
とはいえ,こ の点につき学説上の論争がなされているわけではない。
やや論争めいた状況を呈 しているのは,形 式的 ・手続的制約をなす規約の
効力についてである。予告制や書面による届出制がその具体例である。石井教
授30)は,そ れ らは 「一応のr訓 示的規定』 と解すべ く,従 って規約所定の手続
に よらぬ脱退の意思 もやは り有効をみるべき」 と主張す るのに対 し,当 該規定
は,組 織運営上不可欠かつ相当な制約である,と の反論31)がなされているσ も
っとも,こ の点もそれ以上詳細な論議はなされていない。
の 脱退権の濫用
脱退は原則 として自由であるが,そ れが濫用的になされ ると許されない。こ
の点につき,学 説の見解は裁判例 と軌を一に している。そ して,濫 用性判断の
一般的指標 として,「 団結の統一を破壊 し,組 織の力を弱体化せしめることに
よって,い たずらに使用者に利益のみを与え32)」ること,ま た,「 使用者との
26)宮 本安美 「⑤事件評釈」法学研究37巻7号83頁 。
27)東 大労働法研究会 『注釈労働組合法(上)』 有斐閣(1980年)176頁,久 保敬治 『四
版労働法』 ミネルヴァ書房(1980年)68頁,外 尾 ・前掲論文200頁 等。
28)浅 井清信 『日本労働法原理』有斐閣(1978年)64頁 。
29)本 多淳亮 「組合脱退の自由と権利濫用」 未川古稀論文隼 『権利の濫用(下)』 有斐閣
(1962年)152頁 。(以下,本 多 ・濫用 と引用)・
30)石 井照久 『労働組合』総合判例研究叢書労働法(5)(1959年)196頁 。
31)久 保 ・前掲書68頁,有 泉享 「組合員の加入 ・脱退 ・除名」 石井 ・有泉編 『労働法大
系1労 働組合』有斐閣(1963年)265頁 。
32)片 岡舜 『団結と労働契約の研究』有斐閣(1959年)32頁 。
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対抗関係の側面か ら見て,と くに労働者全体の団結を阻害 し掩乱するような機
能をいとなむ33)」ことがあげ られている。 もっとも,具 体的にいかなる脱退が
それに該当す るかまでは詳論されていない。
ただ,多 くの学説が争議中の脱退を主に念頭に置いていることだけは確かで
ある。争議中のそれは,組 合活動に重大なイソパク トを与えるか らである。そ
の側面を重視 して,争 議中の脱退を原則 として濫用 とみなす論者 も多い。た と
えぽ外尾教授は,「 ひとたびス トライキの決議が適法になされた以上は,こ れ
に反対する組合員もこれに拘束されるか ら,組 合の意思に よってス トが終結さ
れ るまで団結を乱すような行動に出るべきではない34)」と指摘している。か よ
うな意味では,濫 用性判断の基準は,学 説の方が裁判例 よりやや緩和 されてい
る,と 評価できよう。
III.判 例 ・通 説 の問題 点 と私 見
組合脱退法理に関しては,現 在にいたるまで学説 ・判例上論争 らしい論争 も
な く自然に通説めいたものが形成 されている。組合の任意団体性より脱退の自
由は認め られる。それゆえ,脱 退の自由を制約するおそれのある組合規約,と
りわけ承認制は 無効である。 ただ,脱 退権の濫用の場合のみ 脱退は許されな
い。以上がほぼ通説的立場 といえよう。筆者は,こ の通説的立場,と い うより
通説的な事件処理 「視角」に根本的な疑問を感 じている。そ こで,以 下,通 説
の問題点を指摘 し,私 見を展開 したい。
(1)判 例 ・通説の問題点
通説の事件処理視角に関 しては,基 本的に次の二つの問題点を指摘 しうる。
第一に,通 説(特 に裁判例)は,組 合の任意団体性35)を重視するあまり脱退
33)本 多 ・再検討(上)26頁 。
34)外 尾 ・前掲論文20G頁 。本多 ・濫用155頁 も同旨。また,梅 田 ・前掲論文は主体的に
ス ト決議を形成した側面を強調している。
35)最 近,ユ ・シ協定の効力をめぐってもこの点が見直されている。西谷敏 「ユニオソ ・
ショップ協定の再検討」久保還暦論文集 『労働組合法の理論課題』世界思想社(1980
年),本 多 ・横井 ・中山 ・籾井 「労働組合の変容と団結権法理の再検討(上)(下)工 労
働法律旬報1039,1040号(1982年)参 照。 他方,組 合の公共的団体性を強調するも
のとして浜田 ・前掲論文がある。
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の 自由をほぼ絶対的に保障 し,脱 退の自由を制限するおそれのある規約を無効
としている。 しか し,脱 退は本来闘争団体たる組合の運営に重大なイソパク ト
を与える。 したが って,脱 退をチエックす るとの組合側の利益をも団結権保障
の一環 としてそれな りに配慮する必要があるのではなかろうか。 とりわけ,使
用者の切 りくず しのあった場合,争 議時 もしくは集団脱退の場合が そ うで あ
るoそ の意味では,脱 退の自由のみがアソパラソスに重視 されている感を否め
ない。 もっとも,チ エ ックのあ り方は問題 となる。これは私見で展開 したい。
また,規 約の効力についても,通 説は脱退の自由を強調す るあまりやや安易
に無効と判断 しているようにみ うけ られる。組合 自治の原則か ら,組 合規約の
効力を合理的な範囲で可能なかぎり認めるド きではなかろうか。
か ような批判に対 しては,脱 退権 「濫用」 との構成によって組合員に留め置
くとの組合側の 利益を一定程度考慮 している,と の反駁がなされよう。 しか
へ
し,か よ うなア プ ローチにつ いては,そ れはそれ で疑 問があ る。 これ が第 二 の
問題点 であ る。具 体的には,次 の よ うな理 由か ら,脱 退権 「濫用」 との法 的構
成は,こ の種紛 争の解決手段 としては必ず しも適切 ではな い,と 思われ る36)。
そ の一 と して,通 説に よれぽ脱 退の意思表 示に よって形 成的 に脱 退の効果 が
発生す るので,表 示 の時 点で濫用 か否かを判断す る ことに なる。 ところが,こ 、
の時点 までの行動か らそれを認定す るのは必ず しも容易 では ない。む しろ,多
くの場合 には,意 思表示 後の諸事情,と くに 「脱退」組 合員 の対応 の仕方 がか
な り重視 され るので はなかろ うか3?)。 濫用 と認 定 され た唯 一の例であ る⑳は,
まさにそ の よ うな事 案であ った。
その二 として,濫 用か 否かの判断基準は極 めて不 明確 にな らざるをえない。
つ ま り,脱 退は 原則 として 自由な ので,そ れ が濫用 とみ な され るのは よほ ど特
別 の場合で ある。おそ らく,組 合に対 し害意 あ る場合や組 合運営 ・活動 に決定
的 なイ ンパ ク トを与 え る場合に限定 され よ う38)。
36)も っとも,「濫用」との構成で処理可能な事案がない,と いうわけではない。
37)こ の場合に,意 思表示後の行動から推定して意思褒示時点の動機や目的を評価するこ
とはそれな り'に可能であろう。
38)⑳ において,具 体的にいかなる行動が濫用とみなされる決定的ファクターになったか
は,は っき りしない。
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しか し,前 者については,脱 退行為は,本 来組合運営に悪影響を及ぼすの
で,こ とさら脱退時の害意を認定するのは必ず しも容易ではない。また,⑦ ⑲
のように組合方針への批判や見解の相違を持ち出すと,脱 退は常にそれが理由
である,と みなすことが可能になる39)。こうなると害意が認定される余地はな
くなる。 いずれにせ よゼ ことさら 「害意」 を問題にするのは不適切と思われ
るo
ただ,後 者については容易に具体例を考えることができる。争議時の脱退が
その典型である。平常時に比 し,組 合活動に特別のインパク トを与えるからで
ある。 しか し,脱 退の自由の観点か らは,逆 に,争 議時の方が組合の統制を厳
しくうけ るので,「 非組合員たる利益」 もそれだけ大きい,と の側面 もある。
とくに,争 議に一貫 して批判的な場合はそ うである。 また,闘 争方針や運動方
針に関す る見解の相違を持ち出す と,争 議時においてこそその対立がより鮮明
にな り,脱 退を余儀なくされる場合が多いといえる。 こう考えると,争 議時の
脱退は原則 とし濫用 とみなされる,と は一概にいえなくなる。結局,濫 用性判
断の基準は極めて不明確にならざるをえない,と 思われ る。もっとも,濫 用 と
みなされる場合がないとまでは考えていない。
その三 として,実 際的に考えても,脱 退権の濫用をなした者を組合に留め置
く実質的な意味はほとんどないのではなかろうか。脱退権濫用の法的効果とし
て,意 思表示が無効とな り組合員たる地位が継続する。 しか し,明 白な脱退意
思を有する者を強制的に組合員たる地位に留めお くことは組合運営上いかなる
メ リットがあるのか40)。せいぜい組合費の請求 と統制処分が可能になるにすぎ
ない。前者は,あ くまでも金銭上の問題なので,む しろ,団 結権侵害の不法行
為として処理する方が適切と思われる4D。 ただ,後 者についてはそれなりの利
　 ロ
点 があ る。 とはい え,そ れが可能 と」なるのは,脱 退 の意思表 示以前 に処分事 由
に該 当す る行為を し'た場 合に限 られ る。 「脱 退権の濫用」 行為そ の ものが常に
39)極 端なことをいえば,「裏切 り」行為も見解の相違で処理しえないことはない。
40)梅 田 ・前掲論文136頁 は,「反組合分子を抱えることにより逆に団結は弱体化するだ
け」と指摘する。
41)沼 田他編 『労働法事典』労働旬報社(1979年)788頁(前 田達男執筆)及 び⑬参照。
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処分事由に該当するわけではない。こ う考えると,脱 退権濫用者を留めお くこ
との具体的メリットは必ず しも多 くはない。真の組合強化の観点か らほ,む し
ろ以下の私見のようなアプローチか ら脱退をチエ ックする方がより適切ではな
かろ うか。
(2)私 見 の 展 開
以上の論議をふまえて,最 後に脱退法理に関す る私見を展開したい。まず,
労働組合の任意団体性は否定できない。一方,脱 退は,本 来組合活動 ・運営に
重大なインパク トを与えるので,そ れをある程度制約する組合側の必要性 も団
結権保障の一態様 として認め られる。そこで,聞 題は,そ の制約の具体的あり
方如何になる。
では,我 々は,脱 退の自由を制約する視座を具体的にどこに求めるべきか。
思 うた,脱 退を制約する,す なわち組合員たる地位に留め置 く必要性はまさに
次の二点にある。
第一に,組 合は脱退自体を禁止す ることは勿論でぎないが,脱 退を思い止ま
るよう説得する機会は付与され るべ きである。 これは,ま さに組合の 「任意」
団体性か ら論証されよう。脱退を制約す る基本的視座は,こ の点にこそ求め ら
れるべきである42～。第二に,.脱退の意思表示前に除名事由に該当す る行為をし
た者の脱退を阻止す る必要がある。 もっとも,こ の場合は,「脱退権の濫用」
との構成によっても十分対処が可能である。また,事 案としてもそれほど一般
性を持たない。そ こで,以 下では主に第一の側面か ら筆者な りの脱退法理を構
築 していきたい。
(イ)説 得機会の必要性
なぜ組合に説得の機会が付与され るべきか。また,な ぜその期間中脱退の効
果は発生 しないのか。その最大の根拠は,組 合の任意団体性にこそある。この
場合の 「任意」 とは,労 働者が 自主的に組合に加入,脱 退 しうることを意味す
42)か ような指摘はすでにそれなりになされている。たとえば,⑳ 事件の被告主張,吉 田
・前掲論文28頁,沼 田稲次郎 『労働法入門』青林書院新社(工980年)220頁。 もっ
とも詳論はなされていない。
組合脱退法理の再検討 15
る。 しか し,こ のことは組合が労働者の自主的な意思決定に影響を与えてはな
らないことを意味 しない。組合の立場か ら種 々の働きかけは当然可能であり,
組合加入オルグ(説 得活動)が その好例である。 では,脱 退についてはどう
か。 この場合も,脱 退を思い止 まるよう説得す る機会が当然付与される必要が
ある。 「説得行為」 とい うのは自主的な意思決定に内在 している要請 といえ よ
う。そ して,こ の要請は,加 入時 よりも脱退時の方がより強い,と 思われる。
また,説 得機会の付与は,組 合民主主義上の要請でもある。つ まり,説 得を
するためには,脱 退理 由を明らかにさせ る必要があ るが,こ の開示は組合運営
のあ り方に反省をせ まる梨機になる。 とい うのは,脱 退は平組合員によってな
される最 も強固な抗議の意思表示に他ならないか らである。この無言の抵抗を
今後の組合運営に生かすためには,脱 退理由の開示は是非必要 とされ よう。同
時に,そ れをふまえた説得活動は,退 脱者だけではなく,組 合に対 しても反省
の機会を与えることになろ う。脱退者への説得 もオルグ活動の一環に他ならな
いo
さ らに,不 当労働行為 との関連では,脱 退理由の開示及び説得を通 じて,使
用者による組合切 りくず しの認知,予 防が可能 となる。 とくに,大 量脱退の場
合などでは,こ の事が強 く要請 されるσ
以上のような観点か ら,脱 退理由の開示 と組合による説得機会はボ当然認め
られてしかるべ き,と 思われる。たとえ,脱 退の自由があるとしても,こ の側
面か らの制約は可能であろう。そ して,こ れ らの説得活動は,団 結権行使の一
態様 とみなされ る。そしてその範囲で他組合加入の自由も制限され ると考える。
ところで,か ような主張に対 しては,そ れは脱退を制約す る決定的な根拠に
な らない,「脱退者」に対 しても説得は可能である,と の反論43)がなされ よう。
しか し,説 得のためにその期間中脱退の効果を発生 させない こと,す なわち組
合員たる地位に留め置 くことはやは り必要と思われ る。たとえ脱退の意思表示
を した者であっても,組 合員 として説得を うけるのと,非 組合員 として対処 さ
れるのでは,事 実上かな り大きな相違があるか らである。実際問題 として 「脱
43)山 本吉人 『労働組合の組織 と運営』総合労働研究所(1979年)271頁 。
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退者」たる非組合員に組合復帰を説得するのは至難の技であろう。また,統 制
権 との関連では,組 合員の義務 として説得に応 じること(脱 退理由を開示 して
話 し合いに応 じること)の 強制 も可能になろ う44)。
以上が筆者の基本的立場であるが,同 時に以下の‡うな留保があることもあ
わせて指摘しておきたい。
第一に,説 得が可能だとしても,そ の 「期間」は必要かつ相当な長 さに限 ら
れ る。私見は,脱 退を制約すること自体 よりも,説 得の期間を持つために一時
的にその効力を停止する点を重視 している。 したがって,効 力停止期間は,あ
くまで説得に必要な期間,と い うことになる。これを具体的に考えると,規 約
にその旨の定めがあれば,そ の期間である。 もっとも,あ まり長期なのは許さ
れない。 説得期間の趣 旨を逸脱す るか らである。 もし定めがなけれぽ,「 相当
な」期間ということになる。最長でも1月 ぐらいが適当と思われるが,こ れと
いった決定的な根拠があるわけではない。結局,個 別事案においてケース・ミイ
ケースで決めざるをえない。
第二に,説 得が可能だとしても,そ の仕方,態 様はあ くまでも相当なもので
なけれぽな らない45)。みせ しめ的措置やいやがらせは厳に慎む必要がある。案
外,こ の点が実務的にみて私見の最大の 「問題点」かもしれない。なお,組 合
としては説得機会を放棄 し,脱 退を即日に認めることも当然可能である。
さて,以 上の立場を裁判上問題 となった個別紛争の処理に適用す ると以下の
ようになるo具 体的には,種 々の組合規約の解釈が中心になるo
第一に,脱 退理由の開示を義務づける組合規約は当然有効とされる。 したが
って,⑬ ⑮⑳の判旨は支持 しがたい。 とい うより,こ の程度の規約までも無効
とする理由を理解 しがたい。
44)脱 退の意思表示をした者に対する統制はある程度制約され嶺 と考えたい。たとえば
争議参加などは強制できず,強 制しうるのは,ま さに組合の説得に応じる こ とで あ
る。それゆえ,理 由の開示を拒否した り説得の場に出てこないことは,処 分事由にな
ろう。同時に,説 得期間を延長する事由になる可能性もある。
45)⑰ では,脱 退者に対する抗議説得活動が不法行為にあたるか,が 争われている。なお
「説得」の態様が不法行為にあたるか,に ついては,下 関商業高校事件昭和55年7月
1日 最1小 判労働判例345号20頁 参照。
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第二に,事 前予告制 も有効とされる。予告期間は,原 則 として説得期間 とみ
なされ る。もっとも,こ の点が正面か ら争われた例はない。
第三に,組 合承認制については,次 のように限定解釈 し有効 とみな したし〕。
承認制は一般的に次のプロセスか ら成る。つ まり,脱 退の意思表示→脱退理由
の開示→説得→承認(も しくは不承認),で ある。 この場合,承 認がなけれぽ
脱退は認め られない,と の趣旨な らば,脱 退の自由を不当に侵害するので当該
規約は無効とされ る。 しか し,合 理的範囲内で規約の趣旨を可能なかぎり生か
す と,「 承認制」 といって もそれは組合に説得の機会を付与する趣旨である,
と解す ることもできよう。あくまで組合自治を尊重す るために,そ の範囲で有
効 とみなすわけである。以上のことか ら,① ⑤⑥⑦⑩⑪⑬⑮⑲⑳の判旨はス ト
レー トには支持 しがたいo
では,脱 退に関 し規約がまったくなけれぽ どうか。実は,こ の点につき明確
な判断をしかねている。今のところは,説 得機会の重要性を認めつつも,そ の
旨の規定がないことか ら原則 として意思表示の時点で脱退の効果は発生すると
考えておきたい46)。
(ロ)除 名該 当者の脱退制限
脱退の自由を制約す る第二の視角は,も っぱ ら除名処分のを回避するために
なす脱退を制限する必要性である。当該組合員を 「除名」す る余地を残すため
であ り48),処分が決定 され るまでの間組合員たる地位に留め置 くことになる49)。
もっとも,そ の期間は,処 分の決定に必要な相当な期間だけである。
かような主張に対 しては,除 名にせ よ,脱 退にせよ非組合員になる点では同
じであるか ら,脱 退希望者を除名する意味はない,と の反駁がなされ よう。 し
か し,「除名」の余地を残すメ リットは大きいと思われる。除名 と脱退とでは,
その意味や機能において次のような相違があるか らである。
46)た だ,争 議中の脱退については,説 得の必要性がより高まるので規約がなくても,い
わば信義則上の要請として相当期間脱退の効果は発生しないと考えることもそれなり
に可能と思われる。
47)よ り軽い統制処分事由の場合は,脱 退の制限まではなしえない,と 思われる。
48)⑧ は,こ の点を明言している。
49)こ の場合は,脱 退権の濫用との構成が可能になろう。
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第一に,ユ ニオン ・ショップ協定の規制の仕方が両者で相違する場合があ
る。除名の場合にのみ解雇を義務づける協約例50)は少な くない。第二に,除 名
の場合は,原 則として再加入を拒否 しえよう51)。第三に,組 合運営上の 「筋」
があげ られる。除名 と脱退とでは,他 の組合員に与える影響は大きく相違する
と思われ る。
〔追記〕
⑳事件控訴審判決(昭 和56年11月11日 名古屋高裁金沢支部判労民集32巻6
号815頁)も 脱退の申出は権利の濫用な らず,と 判示している。
50)労 働省労政局編 『最新 ・労働協約の実態』 労務行政研究所(1979年)88頁 にまれば
以下のようになっている。
ユニオン ・ショップの規定の内容別組合数
取扱い方法→
該当事由↓
合 計
取扱いについて定めあ り 取扱いに
小計一 繋 難 欝 謡
未 加 入 者
脱 退 者
被 除 名 者
853494
(100)(58)
853598
(100)(70)
853747
(100)(88)
195
(23)
223
(26)
267
(31)
180
(21)
240
(28)
328
(39)
14
(2)
15
(2)
20
(2)
105
(12)
120
(14)
132
(16)
359
・(42)
255
(30)
106
(12)
な お,石 川 吉 右衛 門 『労 働 組 合法 』 有 斐 閣(1978一 年)75頁 は,ユ ・シ協定 と の関
連 では,「 脱 退 者」 の除 名 も認 め るべ し,と 指摘 してい る。
51)山 口 ・前 掲 論文449頁 。
